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フィリピンにおける都市化の将来予測
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Thispaperoutlinestheapplication ofthe
Markovchain modeltothePhilipplneS.This
modelforprojectingtheurbanandruralpopula-
tion in a developlng nation employsdata of
mlgratOryflowsbetweenurbanand ruralareas
derived from nationalpopulation censuses or
othersources.FortilePhilippln(∋Sthefuture
trendsofurbanizationareassessedonthebasis

oftherelativedlStributionofpopulationwhich
wouldresultiftilepatternOfinternalmlgration
for1965-70continued.Forcomparison,thepro-
jectedlevelofurbanizationisalsoevaluatedby
theurban-ruralgrowthdifference(URGD)method
usingakindofLogisticmodel.

TheMarkovchain modelpredictsthatthe
levelofurbanization,namely,tileproportionof
urbanpopulationinthenationalpopulation,will

工 都市人口の将来推計のための

マルコフ連鎖モデル

近年にお け る発 展途上 国の社会経 済 的

諸現象 の うち最 も顕著 な もの は,都市化

(urbanization)である｡ 発展途上国の多 くの

国々では,近年,都市化の急速な進展にとも

なって種々の社会経済的問題に直面 しており

[Abu-Lughodand Hay 1977;林 1976],

これらの諸問題を解決するために,社会経済
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tion,UtsunomlyaUniversity,350Minemachi,
Utsunomiya321,Japan

rise from the32.9percent of1970to 38.3
percentin2000,andwillattain equilibrium at
52.5percent,belowthecurrentlevelinWestern
societies.Projectionsoftheproportion oftile
nationalpopulationintheManilaMetropolitan
Area bythe same method indicate thatthe
increaseinurbanizationwilllargelybeaccounted
forby an increasein theproportion ofthe
populationinthisarea,inwhichtheproportion
ofthepopulation in the centraldistrict,tile
CityofManila,willdecreasewhilethatinthe
suburbandistrictswillincreasegreatly.

TheprojectionsmadebytheURGD method
weresomewhathigherthanthosebytheMarkov

chainmodel,whichmaybetrueingeneralfor
thedevelopingnations,wherethecurrentlevel
ofurbanizationisconsiderablylow.

計画や地域開発計画などの立案策定にあたっ

ては,その国の都市化の将来 動向 をできる

だけ正 しく把握 し,計画のなかにそれをとり

入れることが要請されている｡ 都市化の定義

は,科学の各分野においてかならず Lも共通

であるとはいえないが,多 くの場合,都市地

域に人口が集積する過程を含 んで い る もの

[Hauserand Schnore 1965:8-9] と解 さ

れる｡ つまり,都市化の将来動向を予測する

ためには,その国の都市人口の将来推計をお

こなうことが不可欠であり,基本的な作業に

なる｡

都市 ･農村人口の将来推計は,従来から,

国内部分地域別将来人口の推計の一環 として
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種 々試みられているが,とくに国連の手によ

って,従来から試みられ,あるいは新たに開

発 された,都市 ･農村人口の将来推計の種 々

の方法がとりまとめ られ た手 引書 [United

Nations 1974]が作成,刊行されている｡

都市人口の将来推計の方 法 は, この手 引

書のなかに種 々紹介されているが,それはま

た,広い意味では,国内部分地域 別将 来 人

口推計の方法の一種 ともいえるものである｡

したがって,その方法の主要 な もの と して

は,上記手引書に掲載 されていないものを含

めて,比率法, コーホー ト要 因法,URGD

法,マル コフ連鎖モデル法などをあげること

ができる｡ さらに,最近では,multiregional

populationprojection と呼ばれる精 撤 な推

計方法 [WillekensandRogers 1978]も考

案されている｡

これ らの方法のうち,比率法は,都市 ･農

村別の人口比率の将来の変化にある種の仮定

を適用 して推計する方法であるが,比率の変

化についての仮 定 が独 断的 で,人口学的,

経済社会的要因との関連が明 らかでないとい

う欠点をもっている [岡崎 1980:222]｡ま

た,コーホー ト要因法は,ある基準年次の男

女,年齢別人口に基づき,これに仮定 された

生残率,出生率あるいは移動率を適用 して将

来人口を推計する方法であるが,年齢別死亡

率,年齢別出生率 あるいは年齢別移動率が,

都市 ･農村別に得 られる必要がある｡ 東南ア

ジアの一部の国 につ いて は,Ueda[1977;

1978],および Ueda卑ndHayase[1980]に

よるこの方法の適用例がみられる｡ しか し,

発展途上国の多 くの国の場合には,人口動態

統計制度そのものが不備であるため,上記の

年齢別動態率のデータは,全国ベースでは得

られることがあっても,都市 ･農村別にはほ

とんど明 らかにされていないので,この方法

は,適用上の困難性をともなう｡ このような

事情は,multiregionalpopulationprojection
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の方法でも同様であり,この方法の適用は,

発展途上国の場合には,コーホー ト要因法に

よる以上に,一層の困難をともなう｡

これ らの方法のうち, URGD 法 (urban-

ruralgrowth difference 法) は, 国連 が

開発 した都 市 ･農 村人 口の将来 推計 の方

法 [UnitedNations 1974:Ch.Ⅴ]で,世

界各国の都市人 口の予 測 [UnitedNations

1980]に用いられている方法で もある｡

URGD 法は,直近の期間における都 市化

皮 (全国人口に占める都市地域人口の割合)

の変化に基づいて,その後の都市化皮の変化

が一種のロジスティック ･モデルに したがう

ものとして推計する方法である｡ この方法の

利点は,西欧諸国において過去に認められた

都市化がロジスティック ･モデルに したがう

という経験的な事実に基づいているという点

と,都市人口推計値 と農村人 口推計値 を合

算 して も全国人口推計値を上まわるというよ

うな矛盾が生 じない点にあるが,また,適用

上の簡便性 も,利点の一つとして数えられよ

う ｡

しか し,各国における都市化度の将来の変

化がすべてロジスティック ･モデルに したが

うとは限 らないわけであり,それがこの方法

の弱点であり, とくに長期的な予 測 の場合

に,一つの問題点 となり得 る｡

ところで,発展途上国,とくに東南アジア

諸国において,近年,その人ロセ ンサスにお

いて,従来か ら調査されている ｢出生地｣ば

か りでな く,｢前住地｣や ｢居住期間｣な ど

人口移動の状況を明 らかに し得 る調査事項が

含まれるようになり,国内人口移動の統計が

十分 とはいえないまでも,ある程度整備され

てきている｡

このような国内人口移動統計を用いて,国

内人口移動の将来予測や国内部分地域別人口

分布の将来予測のために用いられはじめてい

るのがマルコフ連鎖モデルである｡ マルコフ
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連鎖モデルは,過去の特定期間における部分

地域間移動流が将来 もそのまま維持され,ま

た,各部分地域間のアクセシビリティ-が将

来 もそのままで変化 しない とい う仮定 の下

で,国内人口移動が部分地域別人口分布また

は人口移動数を変化せ しめる確率を計算する

のに用いられる｡この場合,人口分布の変化

には,出生力,死亡力および国際人口移動の

要因は,いずれも影響を与えないという前提

が置かれており,また,モデルの遷移確率行

列1) は一定で,時間的に独立なものとして扱

われる｡さらに,最初に定められた部分地域

の範囲,全国の人口総数および男女,年齢別

構造なども,そのまま変わ らないという仮定

が置かれ,特定地域の人口が特定の状態に遷

移する確率は,その人口の遷移前の状態にの

み依存 し,居住歴や ライフ ･サイクルの段階

などには影響されないものとして扱われる｡

このように,マルコフ連鎖モデルは,その

通用に際 して,いくつかの前提条件が設けら

れるが,とくに都市地域または大都市圏の人

口の将来推計のためには,国内人口移動の現

状を反映 しているという点で,nlultiregional

populationprojectionの方法は別としても,

他の方法に比較 して,より合理的な方法であ

るといえる｡

マルコフ連鎖モデルによって国内部分地域

別人口分布の将来予測を試みた事例 [Pryor

1979;Roberts 1978;Rowland 1978]は,

すでにいくつかみられるが,ここでは,フィ

リピンを対象として,多数の部分地域につい

てではな く,都市地域と農村地域,あるいは

大都市圏,その他の都市地域および農村地域

といった少数の部分地域について,この方法

を適用 して,フィリピンの都市化の将来動向

を予測 し,あわせて URGD法と対比 しなが

1)状態 S.･にある事象が n段階後に状態 Sjにな
る確率は,p･p"~1-p'で表わされる｡この p

が遷移確率行列である｡

ら,都市 ･農村人口の将来推計におけるこの

方法の有用性を検討する｡

Ⅱ 推計に用いられる国内人口移動統計

ところで,マルコフ連鎖モデルを用いて,

都市 ･農村人口の将来推計をするのに不可欠

な統計資料は,特定期間における都市 ･農村

問の人口移動流を明 らかにできる統計,すな

わち origin と destinationが明らかなマ ト

リクス形式による都市 ･農 村問人 口移 動量

(特定期間についての)である｡ しか し,覗

妖では,東南アジア諸国において,このよう

な種類の人口移動データがかろうじて得 られ

るのは,フィリピンとタイだけである｡ フィ

リピンを対象国として選んだのは,このよう

な理由にもよっている｡

もちろん,他の国においても,当該国の主要

な行政地域区分 (たとえば province,state)

別には人口移動流のデータがおおむね得 られ

るが,この種のデータでは,都市 ･農村問の

人口移動流は明らかに し得ない｡

しか し,近年,都市地域, と くに大都市

地域の実質的な範囲は,そ の行 政上 の領域

内ばかりでな く,その周辺の他 の行 政領域

にまで拡大 してきており,いわ ゆ る大都市

圏 (majormetropolitanarea)の形 成 が,

東南アジア諸国においても目立 ってきている

[McGee 1967;大友 1979]｡このような情

勢にかんがみ,国によっては,たとえば,イ

ンドネシアのジャカルタやタイのバ ンコクの

ように,大都市圏の地域範囲をおおむね一つ

の行政地域として独立させ,人口センサスな

どの通常の統計表章をおこなっている例 もみ

られる｡ したがって,これらの国においては,

都市 ･農村問の人口移動流に関する統計は得

られないまでも,大都市圏 とその他の地域間

の人口移動流は把握 し得るわけである｡ とく

に東南アジア諸国では,首都圏が唯一の大都

-105- 245



東南アジア研究 20巻2号

市圏である国がほとんどであり,しかも,一

般に,その primacyはかなり高い｡ たとえ

ば,1970年における首都圏人口の全国都市人

口に対する比率をみると,タイのバ ンコク

(ChangwatPhranakhonとChangwatThon･

buri- 1970年当時)が65.1%, フィ リピ

ンのマニラ (ManilaandSuburbs)が27.1

%, イ ン ドネ シアのジャカルタ (D.K.Ⅰ.
Jakarta)が22.2%であり,いずれも全都市人

口に占める比重は大きく,その primacyは

高い｡したがって,これらの国においては,

大都市圏人口の将来動向が,その国の都市化

の将来動向に大きな影響を与えるものと考え

られ,その意味で,大都市圏人口の将来推計

ち,都市 ･農村人口の将来推計の一環として,

重要な意義をもつものといえる｡しかしなが

ら,マルコフ連鎖モデルを用いて大都市圏人

口の将来推計をおこなうために必要なデータ

は,特定期間の大都市圏とその他の地域間の●●■●
人口移動流に関する統計であるが,これが利

用可能なのは,現時点では,東南アジア諸国

のなかでは,フィ リピンだけで ある｡ つま

り,都市 ･農村問人口移動流と,大都市圏 ･

その他の地域間人口移動流の双方のデータが

得られるのは,フィリピンだけということに

なる｡

フィリピンの場合には,1970年人口センサ

スの結果から,1960-1970年間と1965-1970

年間の州 (province)間人口移動畳がマ トリ

クス形式で明らかにされているほか,1973

年人 口調査 (1973National Demographic

Survey)の結果から,行政地域 とは別個 に

実質的な観点で設定されたマニ ラ大都市圏

(MamilaMetropolitanArea),21それ以外の

2)ここでいうマニラ大都市圏は,Manilaand
Suburbsを構成する8自治体 (citiesand
municipalities),およびたがいに連担する19自
治体から成る｡ この地域は,Manilaand
Suburbsのほか,Rizal,Cavite,Bulcanおよ
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都市地域,および農村地域の3地域間人口移

動量 (1965-1973年間)が origin と desti-

nationのマ トリクス形式で得 られる｡

そこで,以下では,これらのデータを用い

て,マルコフ連鎖モデルを適用し,フィリピ

ンの都市化の将来動向とともに,マニラ大都

市圏人口の将来動向も予測し,両者の関連に

ついても分析 してみよう｡

Ⅱ フィリピンの都市化度とマニラ

大都市圏人口比重の将来推計

表 1は,フィリピンの1970年人口センサス

および1973年人口調査による国内人口移動統

計に基づいて推計 した,マニラ大都市圏,そ

の他の都市地域および農村地域間の人口移動

疏 (1965-1970年間)を示 したものである｡

なお,上記 3地域間の人口移動流が明らかに

されているのは,1973年人口調査においてで

あるが,この調査では,15歳以上人口につい

てのみの移動量 しか把握されていないので,

ここでは,15歳未満の人口は移動 しないもの

と仮定 して推計 した｡

表2は,表 1に基づき算出した3地域間の

人口移動の遷移確率である｡表3は,表 2に

基づき推計された3地域の将来における人口

分布 (比重)およびそれから得 られた全都市

地域の人口比重を示 したものである｡

これによると,1970年には,フィリピンの

都市化皮 (全国人口に占める全都市地域人口

の割合)は32.9%であるが,人口分布が1965

-1970年間の国内人口移動の遷移確率に基づ

き,その後マルコフ連鎖モデルにしたがって

変化するものとすれば,2000年には38.3%,

2050年には44.1%に達する｡

一万,1965-1970年間の都市人口比重すな

びLagunaの各州に部分的にまたがる832km2
の地蟻(1970年)[NationalCensusandStatis-
ticsOffice 1975]｡
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蓑1 マニラ大都市圏,都市,農村間人口移動量 (1965-1970年)

(単位 1,000人)

前 任 地
(1965年)

マ ニ ラ大 都 市 圏

その他の都 市 地 域

農 村 地 域

覗

マニラ大都市圏

全 国

(荏)

住 地 (1970年)

そ の 他 の
都 市 地 域 農 村 地 域 l 全 国

3,386.7 54.4 86.6

312.5 7,623.6 209.4

253.4 438.1 24,319.7

3,527.7

8,145.6

25,011.1

3,952.6 8,116.1 24,615.7 1 36,684.4

前任地と現住地が同一地域の場合の数値は,移動 しない人口である｡

(資料) ESCAP⊂1978:25,63コに基づき推計｡

表 2 マニラ大都市圏,都市,農村問人口移動の遷移確率

前 住 地
(1965年)

マ ニ ラ大 都 市 圏

その他の都 市 地 域

農 村 地 域

全 国

現 住 地 (1970年)

マニラ大都市圏 嘉 等 党 議 農 村 地 域

(資料) 表 1に基づき算出｡

全 国

0.9600 0.0154 0.0246

0.0101 0.0175 0.9724 t 0.6818

0.1077 0.2212 0.6711 E 1.0000

表 3 マニラ大都市圏,都市,農村別人口分布

の将来推計値 (マルコフ連鎖モデルによ

る) (全国人口:1.0000)

年 】孟都歪
マ ニ ラ その他の
大都市圏 都市地域

1970

1975

1980

1985

1990

1995

2000

2010

2020

2050

終局値

7

7

1

9

3

1

5

0

9

8

1

7

8

9

8

8

7

5

1

4

8

8

0

1

2

3

4

5

6

8

9

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

1

8

9

6

8

6

0

9

4

5

8

9

8

7

6

4

2

7

9

1

4

2

3

4

5

6

7

8

9

0

4

2

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

農村地域

0.2212 0.6711

0.2204 0.6609

0.2197 0.6512

0.2190 0.6421

0.2183 0.6334

0.2177 0.6252

0.2171 0.6174

0.2160 0.6030

0.2150 0.5901

0.2126 0.5586

0.2064 0.4755

表 4 フィリピンの都市化度の将来推計値

の比較 (%)

年

1970

1980

1990

2000

2050

マルコフ連鎖
モデルによる URGD 法による
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わち都市化度の変化に基づ き,URGD法に

よって推計 した将来の都市化度は,表 4にお

いてマルコフ連鎖モデルによるものと対比さ

れるように,各年次においてマルコフ連鎖モ

デルによるものを上まわり,2000年には39.8

%で若干高いが,2050年には51.4%を示 し,

その差はさらに拡が る｡すなわ ち,URGD

法による推計値が,マルコフ連鎖モデルによ

るものを常に上まわり,両推計値の差は年次

が遠 くなるほど大きくなる｡

Pernia[1977:13ト137]も,URGD法を

用いてフィリピンの都市化度の将来推計をお

こなっている｡前述の URGD法による推計

は,フィ リピンにおける1965年と1970年の都

市化度から導いた0.96%の URGD倍を用い

ているのに対 して,この場合は,中位推計で

は1.6%,低位推計では1.4%,高位推計では

2.0%の URGD値を,それぞれ通用 してい

る｡ したがって,2000年におけるフィ リピン

の都市化度の将来推計値は,中位推計で44.3

%,低位推計で42.8%,高位推計で47.2%と

なり,いずれも前述のマルコフ連鎖モデルに

よる推計値 (38.3%)を大きく上まわってい

る｡

いずれにせよ,フィリピンの都市化度が現

在の先進国の水準 (70-80%)に到達するの

は,かなり遠い将来のことであることがわか

る｡また,マルコフ連鎖モデルによる都市化

度の終局値,つまり,1965-1970年の国内人

口移動の遷移確率に基づき,前記 3地域の人

口分布が変化 していき,最終的にそれが変化

しな くなる時点の都市化度が52.5%であると

いうことは,1965-1970年間の都市 ･農村間

人口移動の状態が今後このまま継続 しても,

先進国にみられる都市化度に達することはな

いということをものがたっている｡発展途上

国も,将来,先進国と同水準の都市化度を示

すのが必然であるという前提の下では,フィ

リピンの場合,将来,農村から都市へのさら

248

1970 80 90 2000 10 20 30 40 50 年

(注) マルコフ連鎖モデルにより推計｡

図1 フィリピンの都市地域,大都市圏,
マニラ市などの人口比重 (全国人口
に占める割合)の将来動向

に激 しい人口集中が発生す るで あろ うこと

を,この終局値は示 していることになる｡

つぎに,マニラ大都市圏の人口比重の将来

動向を,蓑3と図 1により観察すると,1970

年には,全国人口の10.8%であるが,2000年

には16.6%,2050年には22.9%に達 す る も

のと予測される｡フィリピンの都市人口比重

(都市化度)の1970-2000年間および1970-

2050年間の年平均変化率はそれぞれ0.51%,

0.37%であるのに対 して,マニラ大都市圏の

人口比重の変化率は1.11%,0.95%であり,

マニラ大都市圏-の人口集中が将来一層顕著

になることがわかる｡

したがって,フィリピンの仝都市人口に占

めるマニラ大都市圏人口の割合は,1970年の

32.7%から,2000年には43.3%,2050年には

51.8%-と増大を示 し,マニ ラ大都市圏 の

primacyは一層高 くなるものと予測される.

なお,人口分布が均衡状態に達 す る時点 で
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は, この primacyは60.6%を示す ことにな

る (表 5)｡

このように, マニ ラ大都市圏 の人 口比 重

は,1965-1970年間の人口移動の遷移確率を

前提 とす ると,将来 も増大の一途をたどるこ

とになるが,ちなみに,1965-1970年間のタ

イの県 (changwat)問人 口移動量のデータに

基づ き,同様の方法で推計 した,バ ンコク大都

市圏(1970年当時の ChangwatPhranakhon,

ChangwatThonburi,ChangwatNonthaburi

および ChangwatSamutPrakanの地域)

の人 口比重の将来 動 向 を み る と,1970年は

10.7%であり,マニ ラ大都市圏 とほぼ同 じ人

口比重である｡ その後 は,1980年に12.1%,

2000年に14.6%,2050年に18.6%を記録 し,

終局値 は23.4%に達す る｡すなわち,将来の

全国人 口に占める比重は,マニ ラ大都市圏の

ほうがバ ンコク大都市圏を若干上まわ る水準

を示す ことが知 られる｡ しか し,東南アジア

の異なる二つの国の首都圏の人 口比重がほぼ

同一であり,将来の変化の動向 も類似 してい

るのは興味のある点である｡

一方,URGD 法により推計 した マニ ラ大

都市圏の人 口の全国人 口に 占 め る比 重 は,

1970年の10.8%か ら,2000年には20.4%3)を

示 し,2050年には47.5%とな り,フィ リピン

人 口の半数近 くがマニ ラ大都市圏に居住する

計算になる｡ マルコフ連鎖 モデルによ り推計

した ものと比較す ると,かな り過大であり,

しか も年次が長 くな るほど両者の差 は大幅に

開いて くることが知 られる (表 6)｡

マニラ大都市圏内をマニ ラ市 (中心地区)

と郊外地区 (周辺地区) とに分 けて, 同 様

に,1965-1970年間の州問人 口移動統計に基

づ き,マルコフ連鎖 モデルを通用 して,両地

3)Pernia[1977:136]の,同じくURGD法に
よる推計によれば,マニラ大都市圏人口の全国

人口に占める割合は,2000年には20.1%を示す
ことになる｡

表 5 全都市地域人口に占めるマニラ大都
市圏人口の割合 (推計値)

午

1970
1980
1990
2000
2010
2020
2050

終局値

7
0
5
3
6
5
8
6

2
7
0
3
5
7
1
0

3
3
4
4
4
4
5
6

(荏) 表3に基づく｡

表 6 マニラ大都市圏の人口比重1)の樗来

推計値の比較 (%)

年 マルコフ連鎖
モデルによる URGD法による

1970 】 10.8 10.8

･980 F 12･9 13･4
1990 r 14.8 16.6

2000 【 16.6 20.4

2050 【 20･9 47･5
1)全国人口に占める割合｡

区における将来の人 口分布を推計 した結果が

表 7である｡ これによると,1970年には,中

心地区の人 口比重は全国人 口の3.6%を 占 め

るが,その後縮小をつづけ, 2000年には2.7

%,2050年には2.4%にまで縮小す る｡一方,

周辺地区の人 口比重は,1970年には全国人 口

の 7.1%であるが,2000年には 13.8%,2050

年には20.5%にまで増大す る｡ この結果,マ

ニ ラ大都市圏人 口に占める中心地区人 口の割

合 は,1970年には33.7%であるが,2000年に

は16.4%に,2050年にはわずか10.5%にまで

低下す る｡ つまり,マニ ラ大都市圏の人 口比

重の増大 は,中心地区においてではな く,局

辺地区の顕著な人 口比重の増大によ って もた

らされることになる｡

このように,マニ ラ大都市圏の中心地区,

すなわちマニ ラ市の人 口比重 は2050年までに
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表 7 マニラ大都市圏内の地区別人口分布

の将来推計値 (マルコフ連鎖モデル
による)

年

1970

1980

1990

2000

2010

2020

2050

終局値

0.0363 0.0714

0.0319 0.0972

0.0290 0.1193

0.0271 0.1384

0.0258 0.1552

0.0250 0.1699

0.0240 0.2048

0.0262 0.2919

33.7% 66.3%

24.7 75.3

19.6 80.4

16.4 83.6

14.3 85.7

12.8 87.2

10.5 89.5

8.2 91.8

1)全国人口:1.0000

表 8 マニラ市の人口比重1)の将来推計値
の比較 (%)

午

1970

1980

1990

2000

2050

諾 ,'V譜 警 URGD法による

390106197433222

1)全国人口に占める割合｡
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380056062933220

大幅な低下傾向を示すが
,
表9に示されるよ

うに
,
人口の絶対数は増加しつづげ,
減少

するまでにはいたらない｡これに
対して,
URGD法による推計値をみると,マニラ
市

の人口比重は,マルコフ
連鎖モデルによるも

のよりも急速に低下し(表8),
その結果
,
絶

対数においても
,
2000年までは増加を示すが
,
以後は減少に転じ
,
人口数そのものが縮小し

ていくことになる｡
参考までに
,
表3-表7などに基づき,
国

連の1980年基準のフィリピンの将来人口推計

値を用いて
,
都市
,
農村地域
,マニ
ラ大都市

圏
,マニラ
市および郊外地区の将来人口を推

計すると
,
表9に示されるとおりである｡

これによると,フィ
リピンにおける都市

人口は,
1970年には1
,
235万人であったが,
2000年には,マルコフ
連鎖モデルでは2,
947

万人
,
URGD法では3
,
062万人となる｡
ま

た
,マニラ
大都市圏の人口は,
1970年には

404万人であったが,
2000年には,マルコフ

連鎖モデルでは1,
275万人,
URGD法では

1
,
575万人を記録することになる｡

このように,フィ
リピンにおける都市地域

表 9 フィリピンの都市,農村地域およびマニラ大都市圏の将来人口推計値
(単位 1,000人)

マ ニ ラ 大 都 市 圏
全 国1) 都市地域 農村地域

1970

1980

1990

2000

2010

1970

1980

1990

2000

2010

全 域 マニラ市 郊外地区

マルコフ連鎖モデルによる推計値

37,540 12,347 25,193 4,043

49,211 17,165 32,046 6,353

62,830 23,033 39,797 9,318

77,036 29,474 47,562 12,749

90,404 35,890 54,514 16,363

URGD法による推計値

37,540 12,347 25,193

49,211 17,234 31,977

62,830 23,398 39,432

77,036 30,621 46,414

90,404 37,807 52,597

1)国連中位推計値 (1980年基準)

-110-

4,043

6,614

10,455

15,746

22,438

1,363 2,680

1,570 4,783

1,822 7,496

2,087 10,662

2,332 14,031

1,363 2,680

1,516 5,098

1,634 8,821

1,695 14,051

1,681 20,757
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人口も大都市圏人口も,その将来推計値は,

URGD法によるものがマルコフ連鎖 モデ ル

によるものを上まわるが,大都市圏内の地区

別人口の将来推計値の動向は,両者の間にお

いて大きく異なる｡マニラ市の人口は,マル

コフ連鎖モデルでは,2010年まで増勢を示す

のに対 して,URGD法では,前述のように,

2000年までは緩やかな増加を示すが,以後,

減少に転 じており,推計値は,両者の間で著

しく異なる動向を示 している｡ 両者の間の差

異は,推計の基準年次から遠 くなればなるほ

ど大きくなっている｡ これは,URGD法 が

一種のロジスティック ･モデルに基づいてい

るので,発展途上国のように,都市化水準が

低位から中位に転換 しつつある場合には,モ

デルの性質上,変化が極端な形で投影される

ことによるためと考えられる｡

ⅠⅤ む す び

本稿では,フィリピンの都市化の将来動向

を予測するために,フィリピンの人口の都市

化度,全国人口に占める大 都市圏人 口の比

重,ならびに都市地域,農 村地域,大都 市

圏,マニラ市 (大都市圏の中心地区), お よ

び郊外地区 (大都市圏の周辺地区)の人口の

将来推計を,主としてマルコフ連鎖モデルを

適用 して試みた｡ その結果,フィリピンの都

市化皮は,2000年には38.3%に達するものと

予測される｡ もちろん,この水準は,フィリ

ピンにおける1965-1970年間の国内人口移動

のバク-ンがそのまま持続するという仮定の

下におけるものである｡もし,このパターン

がこのままつづき,都市 ･農村別人口分布が

変化 しな くなる状態に達 した時の都市化度は

52.5%である｡ この水準は,先進 国 の現在

の都市化度をかなり下まわっており,フィリ

ピンにおける現在の国内人口移動が,西欧諸

国なみの都市化をもたらす ほ どには勢 いが

加速されていないことを示 す もの と もいえ

る｡

一方,都市地域人口に占める大都市圏人口

の比重は,将来,一層増大の傾向を示 し,フ

ィ リピンにおける都市化の将来動向は,主 と

して大都市圏人口の比重の変化によって左右

されることが知 られる｡また,1965-1970年

の国内人口移動のパターンが,このまま持続

されるものとすれば,大都市圏内部の地区別

人口分布は,中心地区の人口停滞と周辺地区

の人口激増 というパターンをもたらすことが

明らかである｡

ところで,マルコフ連鎖モデルによる推計

値は,URGD法によるものと比較 して,か

なりマイル ドな値を示 している｡ これは両モ

デルの性質からくるものであるが,マルコフ

連鎖モデルによるほうが,人口分布が国内人

口移動のみによって変化するという前提に立

つので,推計値を地域開発計画などに利用す

る場合には,合理的であり,有用であると考

えられる｡ しかも,部分地域が都市,農村の

2地域だけではな く,都市地域,大都市圏お

よび圏内地区別といった形の多数の地域につ

いて,同時に推計が可能であるという操作上

の利点 も大きい｡

しか し,マルコフ連鎖モデルの適用にあた

っては,部分地域別人口分布のほかに,特定

期間についての部分地域間人口移動流が明ら

かにされていることが不可欠であり,この意

味で,東南アジア諸国の都市化の将来動向を

予測するためには,東南アジア諸国の政府に

対 して,この種の統計データの早急な整備を

要望するしだいである｡

最後に,本稿を,京都大学をご退官される

小林和正教授に捧げ,日ごろのご指導とご厚

宜に深甚なる謝意を表する｡ あわせて,この

機会を与えられた京都大学東南アジア研究セ

ンター坪内良博教授ほか関係の皆様にも謝意

を表 したい｡
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